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 研究要旨：炎症性腸疾患患者数の増加に伴い、基幹病院への患者の集中が生じ本来基幹病院が行う

べき重症・難治性患者への専門的治療、病態解明への臨床研究、新規治療薬の治験等の業務の効率的

な遂行が困難な状況となっている。この問題を解決するために難病指定疾患の拠点化構想が計画され

ており、炎症性腸疾患においても地域医療機関と基幹施設との医療連携の構築が必須となっている。

本プロジェクトでは炎症性腸疾患医療連携を構築するために、まず軽症患者を対象とし地域医療機関

への逆紹介システムを構築する。 
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A. 研究目的 

我が国の炎症性腸疾患患者数は特定疾患受給

者数では潰瘍性大腸炎 16万人、クローン病

4万 5千人、疫学的推定ではそれ以上の患者

数が存在すると考えられている。潰瘍性大腸

炎患者数は指定難病の中でも最大であり、こ

の数十年での患者数の急激な増加は限定され

た基幹病院だけですべての患者の診療を行う

ことを現実的に困難なものとしている。両疾

患はいまだ原因不明の難病であり、専門基幹

施設において重症・難治性患者の治療、病態

解明への臨床研究、新規治療薬開発のための

臨床試験等を行っていかなければならない。

専門基幹施設が効率的に機能するためにはす

べての患者が集中している現在の状況を変革

し、軽症患者あるいはコントロール可能とな

り病態が安定した患者を対象に地域医療連携
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の枠組みを確立することが急務である。本プ

ロジェクトでは炎症性腸疾患の医療連携体制

の構築を目指す。 

 

B. 研究方法 

１）本プロジェクトは現在進められている難

病拠点化構想とリンクして進められる。 

２）本プロジェクトの最初の段階として、専

門基幹施設から地域医療機関への逆紹介フォ

ーム（潰瘍性大腸炎、クローン病）を作成す

る。 

３）プロジェクト委員により逆紹介フォーム

案を作成し、各都道府県および医師会の協力

のもとヒアリングを行い、その意見を参考に

逆紹介フォームを改訂していく。 

４）最終案が固定したのち、各都道府県都協

議を進めながら運営を開始する。 

 

C. 研究結果 

潰瘍性大腸炎、クローン病に関する逆紹介フ

ォーム（案）を作成し、ホームページ上に公

開し自由にダウンロード可能とした。 

 

D. 考察 

炎症性腸疾患のうち患者数が多い潰瘍性大腸

炎がまず対象となると考えられた。特に我が

国の潰瘍性大腸炎患者数のうち軽症から中等

症の占める割合は高く、地域医療連携の良い

対象になると考えられた。一方で逆紹介を受

ける患者あるいは患者を引き受ける一般開業

医や一般消化器内科医の不安も大きいことが

予想される。この不安を解消することが炎症

性腸疾患における地域医療連携確立のための

鍵となると予想している。現在、作成してい

る逆紹介フォーム（案）については実際に使

用する地域の医療機関にヒアリングを行いそ

の意見を反映していく必要がある。 

 

E. 結論 

潰瘍性大腸炎、クローン病に関する逆紹介フ

ォーム（案）を作成し、公開した。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む） 

１．特許取得 

該当せず 

２．実用新案登録 

該当せず 

３．その他 

なし 


